
南魚沼市DX推進計画 （概要）
第１章 計画策定にあたって

趣

旨

南魚沼市におけるデジタル化対応の方向性を示し、
デジタル技術を活用した業務改革の推進、住民サー
ビスの向上、スマート自治体への転換を加速させる

位
置
づ
け

「第２次南魚沼市総合計画」で掲げる目指すべき将来
像『自然・人・産業の和で築く 安心のまち』の実現と
「南魚沼市産業振興ビジョン」への取り組みの促進を
デジタル化の側面から支援・推進する個別計画

期

間

令和４（2022)年度から
令和７(2025)年度まで
の４年間

第２章 現状と課題

社
会
環
境
の
変
化

国
・
県
の
動
向

・人口減少が進むなか、自治体運営の経営資源が制約され、デジタル
技術を活用したスマート自治体への転換が必要

・９割を超える世帯にモバイル端末の利用が拡大しているが、高齢者の
スマートフォン利用率は低く、世代間格差が発生

・新型コロナの感染拡大で、経済活動に大きな制約が生じ、コロナ禍を
契機にデジタル化が急速に進展

・「自治体ＤＸ推進計画」が策定され、自治体の情報システムの標準化・
共通化やマイナンバーカードの普及促進など６つの重点取組事項など
を提示 （令和2(2020)年１２月）

・デジタル技術の活用による地方の社会課題の解決を図る「デジタル
田園都市国家構想基本方針」が策定（令和4（2022）年6月）

・新潟県は、デジタル改革実行本部を立ち上げ、「デジタル改革の実行
方針」を策定（令和３（2021）年7月）

第３章 基本的な考え方

市民誰もが、DXによるサービスを利活用

して、『自然・人・産業がつながり暮らしや

すいまち』を実感できるように、DX推進に

取り組みます。

施策の推進にあたっては、市民・関係機関

と連携しながら、利用者視点を重視した

サービスの構築・提供、システム導入を進

めます。



第４章 重点施策

第５章 推進体制

１ 一人ひとりが参加できるデジタル社会の実現

住民向けサービスの強化
・ マイナンバーカードの取得
促進

・ 行政手続のオンライン化
・ 行政情報アプリ・各種予約
システムの活用

・ ワンストップ窓口・総合窓口
の活用

・オープンデータの利活用

地域生活の利便性向上
・ 相談体制の充実
・ 多言語化対応の推進
・ ふるさと納税特設サイト・EC
サイトの運営

・ ５Gの普及促進

安全・安心の確保
・ 防災情報伝達手段の
強化

・ 被災者支援システムの
活用

・ 公共インフラの管理
・ 消雪水の適正管理

２ 特色ある自然・産業を活かし育てる環境の整備

地域産業の強化
・ スマート農林業の推進
・ 製造業支援の充実
・ 観光業支援の充実

新たな産業・市場への対応
・ IT企業誘致・IT人財誘致の
推進

・ 起業・創業支援の充実
・ 道の駅「南魚沼」の機能強化
・ 移住・定住支援の充実

地域の集客力向上
・ デジタルマーケティング
の強化

・ オンライン観光の活用
・ サイクリングアプリの
活用

３ 誰もが安全安心に暮らせるサービスの提供

シームレスな医療・福祉
サービス
・ 医療・介護連携システムの
充実
・ 地域医療連携ネットワーク
の高度化
・ オンライン診療・Web問診
の活用

子育て支援の充実
・ 子育て支援アプリの導入
・ 保育園業務支援システムの
活用

健康増進・未病の推進
・ 健康ポイントの充実
・ 健診受診データの活用
・ 乳幼児健診情報の
オンライン化

・ 高齢者の社会参加

４ 新たな課題に対応するスマート自治体の推進

教育環境の充実
・ オンライン学習・遠隔授業
の充実

・ 情報リテラシー教育の充実
・ 校務支援システムの導入
・ スポーツ施設予約システム
の活用

・ 図書情報検索の充実
・ 地域教材データバンクの
構築

行政事務の見直し・効率化
・ 自治体情報システムの
標準化・共通化

・ 文書管理・電子決裁システム
の導入

・ RPA・AI-OCRの活用
・ キャッシュレス（公金収納）の
推進

・ 議会・会議資料の電子化
・ ネットワーク・セキュリティの
強化

行政の働き方改革
・ クラウドサービスの利用
・ テレワーク環境の整備
・ EBPM（証拠に基づく
政策立案）の推進

・ タブレット端末の活用


